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第三者の介在事例における危険の現実化判
断の考察


















　被告人は平成 26 年 2 月 22 日頃、被告人方で覚せい剤を使用し、翌 23 日警
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ら中の警察官 A および B に職務質問を受けた際、危険な走行でその場から逃




の電柱との間に A の右足を挟み、A の職務の執行を妨害するとともに、上記
暴行により A に加療 3 か月間を要する大腿動脈損傷等の傷害を負わせたとい
うものである。ただし、上記助手席側のドアは A と共に被告人を追跡してい
た警察官 C によって開けられたものであった。
　原審判決（東京地判平成 26 年 12 月 16 日判時 2296 号 145 頁）は「被告人
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ようとしている状況になっていたのであるから、被告人を制圧するために警察
官が被告人車のドアを開けることもあり得る成り行きであったといえる。そう


















2）　 大谷直人「判批」ジュリ 974 号（1991 年）59 頁、同「判解」最判解刑事篇平成
2 年度 242 頁。





























4）　 平野龍一『刑法総論Ⅰ』（有斐閣、1972 年）140 頁。
5）　 山中敬一「判批」重判解平成 2 年度（有斐閣、1991 年）142 頁、同『刑法におけ
る客観的帰属の理論』（成文堂、1997 年）18 頁以下。
6）　 木村光江『刑法』（東京大学出版会、1997 年）59 頁、曽根威彦「判批」ジュリ
1269 号（2004 年）157 頁。




















法は、いわゆる柔道整復師事件（最決昭和 63・5・11 刑集 42 巻 5 号 807 頁）が先
鞭をつけたものとされる」とするのは、葛原力三「判批」『刑法判例百選Ⅰ総論　第
7 版』（有斐閣、2014 年）26 頁。また、柔道整復師事件以前の判例を詳細にまとめ
た文献として、川崎一夫「因果関係」〔西原春夫 = 宮澤浩一 = 阿部純二 = 板倉宏 =
大谷實 = 芝原邦爾編〕『刑法の基礎・構成要件・刑罰（判例研究第 1 巻）』 （有斐閣、





























失明したが、さらに A から同アルコールの一部を買い受けた B もこれを飲用
し、メチルアルコール中毒により死亡した。
　最判昭和 23 年 3 月 30 日（刑集 2 巻 3 号 273 頁）は「特定の行為に起因し
て特定の結果が発生した場合に、これを一般的に観察して、その行為によって、







































果関係が問題となった事案である。1 審および 2 審は因果関係を肯定し、特に





































































































































18）　 塩谷毅「判批」『刑法判例百選Ⅰ総論　第 5 版』（有斐閣、2003 年）25 頁、大沼
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25）　 島田総一郎「相当因果関係・客観的帰属をめぐる判例と学説」法教 387 号（2012
年）11 頁以下。





因は被告人の第 1 暴行に起因するものであり、第 2 暴行は死期を若干早めた
程度にとどまるものとされた。






































用自動車が K 車の後部に追突し、同車の N および同乗者 3 名が死亡し、同乗
者 1 名は重傷を負った。
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　⑨被告人は、共犯者らと共謀し、午前 3 時 40 分頃、被害者を普通乗用自動
車後部のトランク内に押し込み、トランクカバーを閉め脱出不能にし、同車を
発進させた後、知人らと合流するため路上で停車したところ、午前 3 時 50 分
頃、後方から普通乗用自動車が走行してきたが、運転手の前方不注意により停
車中の車両に真後ろから追突し、トランク内にいた被害者が死亡した。









管制官は、便名を 907 便と言い間違えて、上昇中の 907 便に対し降下するよ
う指示した。907 便の機長は管制指示に従って降下を開始したが、まもなく
TCAS（航空機衝突防止装置）が、上方向への回避措置の指示（以下「上昇
RA」という）を発し、907 便の機長も上昇 RA を認識したが、降下を継続した。
他方、958 便の TCAS が下方向への回避措置の指示（以下「降下 RA」という）
を発し、同便の機長は同指示に従って降下の操作を行った。そのため、管制指
示に従った 907 便と降下 RA に従った 958 便が著しく接近し、907 便の機長が
衝突を避けるため急降下の操作を余儀なくされたため、907 便の乗客らが跳ね
上げられ負傷した。
　最決平成 22 年 10 月 26 日（刑集 64 巻 7 号 1019 頁）は被告人の過失行為と






































　類型②と類型③の違いとして近時の判例（判例⑦および最決平成 16 年 10
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43）　 井上弘通「判解」最判解刑事篇平成 4 年度 223 － 224 頁。
44）　 島田・前掲注（40）157 － 158 頁参照。さらに、「いわゆる二十轢過の第 2 行為
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4 月 21 日判時 666 号 93 頁）」と指摘する。この点については、辰井聡子「因果関係






























47）　 橋爪・前掲注（40）89 － 90 頁。



















の衝突につながった行為」や「М車が L 車に追突し、М車、L 車が第三通行帯









































57）　 機長の行動は、管制官の指示と TCAS が異なる場合にいずれに従うかが規定さ
れていなかったという当時の状況に照らし合わせれば、過失行為ではなく適法な職
務行為とも考えられる。


















































59）　 星周一郎「演習刑法」法教 430 号（2016 年）119 頁。
